
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
ケースから外側に延びる第１のアンテナ体と、前記ケース内に形成され、前記第１のアン
テナ体とチューナを介して電気的に接続される第２のアンテナ体を備え、前記第１のアン
テナ体と前記第２のアンテナ体はともに前記チューナ部に接続されてダイポールアンテナ
を構成する受信装置において、前記第２のアンテナ体は、前記ケース内に配置された導体
からなるアンテナエレメントであり、
　前記導体は、表示部の光源装置に沿って延びた始動性改善電極であることを特徴とする
受信装置。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明は、受信機およびテレビジョン受信機に関するものである。さらに詳しくは、受信
機およびテレビジョン受信機の回路構成に関するものである。
【０００２】
【従来の技術】
携帯型テレビジョン受信機では、従来、モノポールアンテナが使用されているとともに、
携帯型テレビジョン受信機の使い勝手などを考慮して、モノポールアンテナの長さを６０
ｃｍ前後に抑えてある。
【０００３】

10

20

JP 3755374 B2 2006.3.15



【発明が解決しようとする課題】
しかしながら、従来の携帯型テレビジョン受信機のように、６０ｃｍ前後もあるアンテナ
では使い勝手がまだまだ悪いという問題点がある。また、６０ｃｍ前後のモノポールアン
テナでは、ＶＨＦローチャンネルを良好に受信するのに必要な８３ｃｍ（ＶＨＦローチャ
ンネルの受信最低周波数である９０ＭＨｚの１／４波長）に達していないため、受信感度
も低いという問題点がある。
【０００４】
　　但し、地上波デジタルＴＶが導入されるにあたって、その放送チャンネルがＵＨＦ帯
の１３～４５チャンネルに限定される予定である。このような限定の結果、受信最低周波
数が４７０ＭＨｚとなるため、小型の携帯型テレビジョン受信機にとってはアンテナを短
くできるので好ましい。しかしながら、受信最低周波数が、たとえ４７０ＭＨｚとなって
も、携帯型テレビジョン装置内には、十分なアンテナ利得を得ることができるほど広いグ
ランド面を確保しようとすると装置本体の小型化が実現できないという問題点がある。
【０００５】
　　以上の問題点に鑑みて、本発明では、ケース外に延びるアンテナを短くしても高いア
ンテナ利得を得ることができ、さらに装置本体の小型化を実現することができる受信装置
およびテレビジョン受信機を提供することにある。
【０００６】
【課題を解決するための手段】
　上記課題を解決するため、本発明の受信装置は、ケースから外側に延びる第１のアンテ
ナ体と、前記ケース内に形成され、前記第１のアンテナ体とチューナを介して電気的に接
続される第２のアンテナ体を備え、前記第１のアンテナ体と前記第２のアンテナ体はとも
に前記チューナー部に接続されてダイポールアンテナを構成する受信装置において、前記
第２のアンテナ体は、前記ケース内に配置された導体からなるアンテナエレメントである
ことを特徴とする。
【０００７】
本発明では、アンテナとしてダイポールアンテナを用いるとともに、このアンテナ体を構
成する第１のアンテナ体および第２のアンテナ体のうち、第２のアンテナ体については、
受信装置のケース内に配置する。このため、本発明によれば、モノポールアンテナを用い
る場合と違って、ケース内に広いグランド面を確保しなくても、高いアンテナ利得を得る
ことができる。また、アンテナ利得の面からダイポールアンテナの長さを十分に確保した
としても、本発明では、ダイポールアンテナを構成する第１のアンテナ体および第２のア
ンテナ体のうち、第２のアンテナ体についてはケース内に配置するので、ケースから外に
延びるアンテナ部分の長さは、基本的には、ダイポールアンテナの全長の１／２で済む。
従って、本発明によれば、ケースから外に延びるアンテナ部分が短いので、携帯に便利で
あり、かつ、ＵＨＦ帯であればその全域にわたって高いアンテナ利得を得ることができる
。
【０００９】
本発明において、前記第２のアンテナ体は、前記ケース内の配線基板上に形成された導電
パターンを利用してもよい。このように構成すると、第２のアンテナ体として新たな部材
をケース内に追加する必要がないので、装置本体を小型化できる。
【００１０】
　　本発明において、前記第２のアンテナ体は、前記ケース内に配置された表示部の光源
装置に沿って延びた始動性改善電極を利用してもよい。このように構成すると、第２のア
ンテナ体として新たな部材をケース内に追加する必要がないので、装置本体を小型化でき
る。
【００１２】
本発明において、前記第２のアンテナ体は、前記ケースに配置された電池を利用してもよ
い。このように構成すると、第２のアンテナ体として新たな部材をケース内に追加する必
要がないので、装置本体を小型化できる。
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【００１３】
　　本発明において、ケースから外側に延びる第１のアンテナ体と、前記ケース内に形成
され、前記第１のアンテナ体とチューナを介して電気的に接続される第２のアンテナ体を
備え、前記第１のアンテナ体と前記第２のアンテナ体はともに前記チューナー部に接続さ
れてダイポールアンテナを構成する受信装置において、前記第２のアンテナ体には延長コ
イル（第１の延長コイル）を接続してもよい。
【００１４】
　　本発明において、ケースから外側に延びる第１のアンテナ体と、前記ケース内に形成
され、前記第１のアンテナ体とチューナを介して電気的に接続される第２のアンテナ体を
備え、前記第１のアンテナ体と前記第２のアンテナ体はともに前記チューナー部に接続さ
れてダイポールアンテナを構成する受信装置において、前記第１のアンテナ体と前記チュ
ーナー部との間にも延長コイル（第２の延長コイル）を接続してもよい。
【００１５】
　　このような構成を採用したとき、前記延長コイルは、選局結果に基いてインダクタン
スが切り換えられる可変コイルを用いることが好ましい。このように構成すると、ＵＨＦ
帯のハイチャンネルを受信するとき、延長コイルをそのまま用いることによりアンテナ長
を短くできる。
【００１６】
　　また、前記延長コイルに対しては、該延長コイルを選局結果に基いて当該延長コイル
の全体、あるいはその一部を回路的に無効にする切り換え回路が構成されていることが好
ましい。このように構成すると、ＵＨＦ帯のハイチャンネルを受信するとき、延長コイル
をそのまま用いることによりアンテナ長を短くできる。
【００１７】
このような切り換え回路は、前記延長コイルの全体あるいは一部に並列に電気的に接続さ
れたダイオードを用いて構成できる。すなわち、前記ダイオードは、バイアス印加により
前記延長コイルの全体あるいは一部を短絡させることにより当該延長コイルの全体あるい
は一部を回路的に無効にする。
【００１８】
このような受信装置は、たとえばテレビジョン受信機として構成される。
【００１９】
【発明の実施の形態】
図面を参照して、本発明を適用した受信装置の一例としての携帯型テレビジョン受信機を
説明する。なお、各実施の形態の説明に先立って、各実施の形態で共通な構成を説明して
おく。
【００２０】
［共通構成］
図１（Ａ）、（Ｂ）、（Ｃ）は各々、本発明が適用されるテレビジョン受信機の外観を示
す平面図、左側面図および右側面図である。図２および図３は、このテレビジョン受信機
内の要部の構成を示す説明図、およびこのテレビジョン受信機の回路構成の要部を示すブ
ロック図である。
【００２１】
図１（Ａ）、（Ｂ）、（Ｃ）において、本形態のテレビジョン受信機１は、縦長の受信装
置本体２と、ロッドアンテナ３１とを有している。
【００２２】
ロッドアンテナ３１は、携帯時には、装置本体２の左側面部２１に収納された状態にあり
、ロッドアンテナ３１を基端部で１８０度回転させることにより、図１（Ａ）に点線で示
すように、装置本体２から上方に約１６ｃｍの長さまで引き出すことができる。
【００２３】
装置本体２の上面部２２には、液晶装置４の表示部４１が配置されており、受信したテレ
ビ画像を見ることができる。表示部４１の下方位置には、選局用のチャンネルボタン１２
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などが配置され、その下方位置にはスピーカ１３が配置されている。
【００２４】
また、装置本体２の右側面部２３には、明るさ調整スイッチ１４、ＡＶ入力部１５、電源
スイッチ１６、液晶装置に対するバックライト点灯スイッチ１７が配置されている。
【００２５】
さらに、装置本体２の底面部２４には蓋１８が構成され、装置本体２に内蔵している電池
（図示せず）を交換することが可能である。
【００２６】
図２に示すように、本形態のテレビジョン受信機１において、装置本体２のケース２０の
内部には液晶表示装置４が配置されているとともに、２つの電池５１、５２が２個、直列
に配置されている。
【００２７】
また、図３に示すように、ケース２０の内部では、電池５１、５２から所定の電源を生成
する電源回路６１、チューナー部６２および復調回路６３が構成された回路基板６が搭載
され、この回路基板６に構成されている復調回路６３から液晶表示装置４に画像信号が出
力されるとともに、スピーカ１３に対して音声信号が出力される。
【００２８】
このように構成したテレビジョン受信機１に関して、本発明は、アンテナの構造に特徴を
有しているので、以下、各実施の形態におけるアンテナの構造を中心に説明する。
【００２９】
［実施の形態１］
図４は、本発明の実施の形態１に係るテレビジョン受信機１における特徴部分を示す説明
図である。
【００３０】
図４において、本形態のテレビジョン受信機１では、ケース２０から外側に延びる長さ１
６ｃｍ（４７０ＭＨｚの１／４波長）のロッドアンテナ３１を第１のアンテナ体とし、こ
のロッドアンテナ３１と１つのダイポールアンテナ３を構成する第２のアンテナ体をケー
ス２０内に配置している。すなわち、ケース２０内には、このケース２０の右側面部に沿
って金属製の棒（導体）からなるアンテナエレメント３２が配置され、このアンテナエレ
メント３２は、回路基板６上のチューナー部６２に電気的に接続されているため、ロッド
アンテナ３１と反対側に延びる第２のアンテナ体として機能する。
【００３１】
このように、本形態では、ダイポールアンテナ３を用いているため、モノポールアンテナ
を用いた場合と違って、ケース２０内に広いグランド面を確保しなくてもよい。従って、
装置本体２の小型化を図ることができる。また、アンテナ利得の面からダイポールアンテ
ナ３の長さを十分に確保したとしても、本形態では、ダイポールアンテナ３を構成するロ
ッドアンテナ３１（第１のアンテナ体）およびアンテナエレメント３２（第２のアンテナ
体）のうち、第２のアンテナ体としてのアンテナエレメント３２についてはケース２０内
に配置するので、ケース２０から外に延びるアンテナ部分の長さは、基本的には、ダイポ
ールアンテナ３の全長の１／２で済む。従って、本形態によれば、ケース２０から外に延
びるアンテナ部分が短いので、携帯に便利であり、かつ、ＵＨＦ帯であればその全域にわ
たって高いアンテナ利得を得ることができる。
【００３２】
［実施の形態２］
図５は、本発明の実施の形態２に係るテレビジョン受信機１における特徴部分を示す説明
図である。
【００３３】
図５において、本形態のテレビジョン受信機１でも、ケース２０から外側に延びる長さ１
６ｃｍのロッドアンテナ３１を第１のアンテナ体とし、このロッドアンテナ３１と１つの
ダイポールアンテナ３を構成する第２のアンテナ体をケース２０内に配置している。すな
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わち、ケース２０内に配置された回路基板６には、各種の電子部品６９が実装されている
とともに、このケース２０の右側面部２１に沿って導電パターン３３が第２のアンテナ体
として形成され、この導電パターン３３は、チューナー部６２に電気的に接続されている
ため、ロッドアンテナ３１と反対側に延びる第２のアンテナ体として機能する。
【００３４】
このように、本形態でも、ダイポールアンテナ３を用いているため、モノポールアンテナ
を用いた場合と違って、ケース２０内に広いグランド面を確保しなくてもよい。従って、
装置本体２の小型化を図ることができる。
【００３５】
また、ダイポールアンテナ３の長さを十分に確保したとしても、本形態では、ケース２０
内に配置された回路基板６に対して、第２のアンテナ体としての導電パターン３３を形成
したので、ケース２０から外に延びるアンテナ部分の長さは、基本的には、ダイポールア
ンテナ３の全長の１／２で済む。従って、本形態によれば、ケース２０から外に延びるア
ンテナ部分が短いので、携帯に便利であり、かつ、ＵＨＦ帯であればその全域にわたって
高いアンテナ利得を得ることができる。
【００３６】
さらに、第２のアンテナ体として新たな部材をケース２０内に追加する必要がないので、
装置本体２を小型化できる。
【００３７】
［実施の形態３］
図６は、本発明の実施の形態３に係るテレビジョン受信機１における特徴部分を示す説明
図である。
【００３８】
図６において、本形態のテレビジョン受信機１では、装置本体２に構成された液晶装置４
にバックライト用の光源装置が用いられ、この光源装置の光源としては、Ｌ字形状に折れ
曲がった蛍光管４５が使用されている。この光源装置では、蛍光管４５に沿って始動性改
善電極３４が形成されている。そこで、本形態では、この始動性改善電極３４をチューナ
ー部６２に電気的に接続することによって、この始動性改善電極３４を、長さ１６ｃｍの
ロッドアンテナ３１（第１のアンテナ体）と反対方向に延びてこのロッドアンテナ３１と
１つのダイポールアンテナ３を構成する第２のアンテナ体として利用している。
【００３９】
このように、本形態でも、ダイポールアンテナ３を用いているため、モノポールアンテナ
を用いた場合と違って、ケース２０内に広いグランド面を確保しなくてもよい。従って、
装置本体２の小型化を図ることができる。また、アンテナ利得の面からダイポールアンテ
ナ３の長さを十分に確保したとしても、本形態では、ケース２０内で蛍光管４５に形成さ
れている始動性改善電極３４を第２のアンテナ体として用いたので、ケース２０から外に
延びるアンテナ部分の長さは、基本的には、ダイポールアンテナ３の全長の１／２で済む
。従って、本形態によれば、ケース２０から外に延びるアンテナ部分が短いので、携帯に
便利であり、かつ、高いアンテナ利得を得ることができる。さらに、第２のアンテナ体と
して新たな部材をケース２０内に追加する必要がないので、装置本体２を小型化できる。
【００４０】
［実施の形態４］
図７は、本発明の実施の形態４に係るテレビジョン受信機１における特徴部分を示す説明
図である。
【００４１】
図７において、本形態のテレビジョン受信機１でも、ケース２０から外側に延びる長さ１
６ｃｍのロッドアンテナ３１を第１のアンテナ体とし、このロッドアンテナ３１と１つの
ダイポールアンテナ３を構成する第２のアンテナ体をケース２０内に配置している。すな
わち、ケース２０の内周面にはめっき層３５が形成され、このめっき層３５は、チューナ
ー部６２に電気的に接続されているため、ロッドアンテナ３１と反対側に延びる第２のア
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ンテナ体として機能する。
【００４２】
このように、本形態でも、ダイポールアンテナ３を用いているため、ケース２０内に広い
グランド面を確保しなくてもよい。従って、装置本体２の小型化を図ることができる。ま
た、アンテナ利得の面からダイポールアンテナ３の長さを十分に確保したとしても、本形
態では、ケース２０の内周面に対して、第２のアンテナ体としてのめっき層３５を形成し
たので、ケース２０から外に延びるアンテナ部分の長さは、基本的には、ダイポールアン
テナ３の全長の１／２で済む。従って、本形態によれば、ケース２０から外に延びるアン
テナ部分が短いので、携帯に便利であり、かつ、高いアンテナ利得を得ることができる。
さらに、第２のアンテナ体として新たな部材をケース２０内に追加する必要がないので、
装置本体２を小型化できる。
【００４３】
［実施の形態５］
図８は、本発明の実施の形態５に係るテレビジョン受信機１における特徴部分を示す説明
図である。
【００４４】
図８において、本形態のテレビジョン受信機１でも、ケース２０から外側に延びる長さ１
６ｃｍのロッドアンテナ３１を第１のアンテナ体とし、このロッドアンテナ３１と１つの
ダイポールアンテナ３を構成する第２のアンテナ体をケース２０内に配置している。すな
わち、ケース２０の内部には２本の電池５１、５２が直列に接続され、かつ、電池５１の
一方の極５１１は、チューナー部６２に電気的に接続されているため、２本の電池５１、
５２は、ロッドアンテナ３１と反対側に延びる第２のアンテナ体として機能する。ここで
、２本の電池５１、５２は、単３サイズの電池の場合、これらの電池５１、５２を固定す
るためのばね（図示せず）を含めて約１２ｃｍのアンテナ体として機能するため、ＵＨＦ
帯の３９チャンネル（周波数６２５ＭＨｚ）に対して最適なダイポールアンテナ３を構成
することができる。
【００４５】
なお、チューナー部６２と電池５１の一方の極５１１との間には直流成分をカットするキ
ャパシタ６６が接続されている。
【００４６】
また、電池５１の一方の極５１１と電源回路６１との間、および電池５２の他方の極５２
２とグランドとの間には、このテレビジョン受信機１が受信を予定しているＵＨＦ帯に対
して十分に高いインピーダンスを有するチョークコイル６７、６８が接続されている。
【００４７】
このように、本形態でも、ダイポールアンテナ３を用いているため、モノポールアンテナ
を用いた場合と違って、ケース２０内に広いグランド面を確保しなくてもよい。従って、
装置本体２の小型化を図ることができる。また、アンテナ利得の面からダイポールアンテ
ナ３の長さを十分に確保したとしても、本形態では、ケース２０の内部に配置されている
２つの電池５１、５２を第２のアンテナ体として利用したので、ケース２０から外に延び
るアンテナ部分の長さは、基本的には、ダイポールアンテナ３の全長の１／２で済む。従
って、本形態によれば、ケース２０から外に延びるアンテナ部分が短いので、携帯に便利
であり、かつ、高いアンテナ利得を得ることができる。さらに、第２のアンテナ体として
新たな部材をケース２０内に追加する必要がないので、装置本体２を小型化できる。
【００４８】
［実施の形態６］
以下に説明する実施の形態６、７、８はそれぞれ、前記の実施の形態１～５のいずれにも
適用できるが、以下の説明では、実施の形態５に対して適用した例を説明する。
【００４９】
図９は、本発明の実施の形態６に係るテレビジョン受信機１における特徴部分を示す説明
図である。
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【００５０】
図９において、本形態のテレビジョン受信機１は、基本的な構成が実施の形態５と同様で
あり、ケース２０の内部に配置された２本の電池５１、５２は、一方の極５１１がチュー
ナー部６２に電気的に接続されているため、長さ１６ｃｍのロッドアンテナ３１と反対側
に延びる第２のアンテナ体として機能する。ここで、２本の電池５１、５２は、この電池
を固定するためのばね（図示せず）を含めて約１２ｃｍのアンテナ体として機能する。
【００５１】
なお、本形態でも、チューナー部６２と電池５１の一方の極５１１との間には直流成分を
カットするキャパシタ６６が接続されている。また、電池５１の一方の極５１１と電源回
路６１との間、および電池５２の他方の極５２２とグランドとの間には、このテレビジョ
ン受信機１が受信を予定しているＵＨＦ帯に対して十分に高いインピーダンスを有するチ
ョークコイル６７、６８が接続されている。
【００５２】
さらに、本形態では、チューナー部６２と電池５１の一方の極５１１との間には、直流分
をカットするキャパシタ６６とともに、延長コイル３６（第１の延長コイル）が配置され
、この延長コイル３６は、第２のアンテナ体の一部として機能する。
【００５３】
ここで、２本の電池５１、５２は、これらの電池５１、５２を固定するためのばね（図示
せず）を含めて約１２ｃｍのアンテナ体として機能するため、周波数が４７０ＭＨｚに対
しても、４ｃｍのアンテナ長に相当する延長コイル３６で対応することができる。
【００５４】
このように、本形態でも、ダイポールアンテナ３を用いているため、ケース２０内に広い
グランド面を確保しなくてもよいので、装置本体２の小型化を図ることができる。また、
２つの電池５１、５２を第２のアンテナ体とし、それに延長コイル３６を接続したので、
ケース２０から外に延びるアンテナ部分の長さは、基本的には、ダイポールアンテナ３の
全長の１／２で済む。従って、本形態によれば、ケース２０から外に延びるアンテナ部分
が短いので、携帯に便利であり、かつ、高いアンテナ利得を得ることができるなど、実施
の形態１と同様な効果を奏する。
【００５５】
さらに、本形態では、チューナー部６２と電池５１との間に延長コイル３６を配置したた
め、この延長コイル３６がアンテナ体として機能する寸法だけは、第２のアンテナ体とし
て配置した電池５１、５２の総長さ寸法が短くてよい。それ故、電池５１、５２を小型化
したときでも、十分に高いアンテナ利得を確保できる。
【００５６】
［実施の形態７］
図１０は、本発明の実施の形態７に係るテレビジョン受信機１における特徴部分を示す説
明図である。
【００５７】
図１０において、本形態のテレビジョン受信機１も、基本的な構成が実施の形態５と同様
であり、ケース２０の内部に配置された２本の電池５１、５２は、一方の極５１１がチュ
ーナー部６２に電気的に接続されているため、ロッドアンテナ３１′と反対側に延びる第
２のアンテナ体として機能する。また、実施の形態６と同様、チューナー部６２と電池５
１の一方の極５１１との間には、直流分をカットするキャパシタ６６とともに、延長コイ
ル３６（第１の延長コイル）が配置されている。
【００５８】
さらに、本形態では、ロッドアンテナ３１′の長さをより短くするために、ロッドアンテ
ナ３１′とチューナー部６２との間にも延長コイル３７（第２の延長コイル）が配置され
ている。
【００５９】
このように、本形態でも、ダイポールアンテナ３を用いているため、ケース２０内に広い
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グランド面を確保しなくてもよいので、装置本体２の小型化を図ることができる。また、
２つの電池５１、５２を第２のアンテナ体として利用し、かつ、ロッドアンテナ３１′に
延長コイル３７を接続したので、ケース２０から外に延びるアンテナ部分の長さは、ダイ
ポールアンテナ３の全長の１／２よりも、更に延長コイル３７がアンテナ体として機能す
る分の寸法だけ短くて済む。従って、本形態によれば、ケース２０から外に延びるアンテ
ナ部分がより一層短いので、携帯に便利であり、かつ、高いアンテナ利得を得ることがで
きる。
【００６０】
また、本形態では、チューナー部６２と電池５１との間に延長コイル３６を配置したため
、この延長コイル３６がアンテナ体として機能する寸法だけは、第２のアンテナ体として
配置した電池５１、５２の総長さ寸法が短くてよい。
【００６１】
［実施の形態８］
図１１は、本発明の実施の形態８に係るテレビジョン受信機１における特徴部分を示す説
明図である。
【００６２】
図１１において、本形態のテレビジョン受信機１も、基本的な構成が実施の形態５と同様
であり、ケース２０の内部に配置された２本の電池５１、５２は、一方の極５１１がチュ
ーナー部６２に電気的に接続されているため、長さ１６ｃｍのロッドアンテナ３１と反対
側に延びる第２のアンテナ体として機能する。
【００６３】
また、実施の形態６と同様、チューナー部６２と電池５１の一方の極５１１との間には、
直流分をカットするキャパシタとともに、４ｃｍのアンテナ長に相当する延長コイル３６
が配置されている。
【００６４】
本形態において、延長コイル３６は、可変コイルであり、そのインダクタンスを変えるこ
とができる。本形態では、外部操作によってＵＨＦ帯のハイチャンネルあるいはローチャ
ンネルのいずれが選局されたかによって、延長コイル３６のインダクタンスを変える。
【００６５】
このように、本形態でも、ダイポールアンテナ３を用いているため、ケース２０内に広い
グランド面を確保しなくてもよいので、装置本体２の小型化を図ることができる。また、
２つの電池５１、５２を第２のアンテナ体として利用し、かつ、それに延長コイル３６を
接続したので、ケース２０から外に延びるアンテナ部分の長さは、基本的には、ダイポー
ルアンテナ３の全長の１／２で済むなど、実施の形態１と同様な効果を奏する。
【００６６】
さらに、延長コイル３６は、ＵＨＦ帯のハイチャンネルあるいはローチャンネルのいずれ
が選局されたかによって、インダクタンスを変えるようになっているので、ＵＨＦ帯のハ
イチャンネルを受信するとき延長コイル３６をそのまま用いるとアンテナ長が長すぎると
いう問題を回避できるので、ＵＨＦ帯のハイチャンネルおよびローチャンネルのいずれを
も良好に受信できる。
【００６７】
［実施の形態９］
図１２は、本発明の実施の形態９に係るテレビジョン受信機１における特徴部分を示す説
明図である。
【００６８】
図１２において、本形態のテレビジョン受信機１では、実施の形態６、７で説明した延長
コイル３６、３７に対して、選局結果に基いて延長コイル３６、３７の全体を回路的に無
効にする切り換え回路８が構成されている。この切り換え回路８として、本形態では、延
長コイル３６、３７に対して並列に電気的に接続するダイオード８１が用いられ、このダ
イオード８１の各端子と延長コイル３６、３７の各端部との間にはキャパシタ８３、８４
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が接続されている。また、ダイオード８１の陽極には、ＵＨＦ帯のハイチャンネルを選局
したときにチューナー部６２からプラスのバイアスが印加されるように構成されている。
【００６９】
このため、ＵＨＦ帯のハイチャンネルを選局したときにダイオード８１にプラスのバイア
スが印加され、延長コイル３６、３７の両端が短絡した状態になり、この状態において、
延長コイル３６、３７は、回路的に無効になる。それ故、ＵＨＦ帯のハイチャンネルを受
信するとき延長コイル３６、３７をそのまま用いるとアンテナ長が長すぎるという問題を
回避できるので、ＵＨＦ帯のハイチャンネルを良好に受信できる。
【００７０】
なお、本形態では、ダイオード８１が延長コイル３６、３７の全体に並列に接続されてい
たが、ダイオード８１を延長コイル３６、３７の一部に対して並列に接続しておけば、延
長コイル３６、３７の一部のみを回路的に無効にすることができる。
【００７１】
【発明の効果】
以上説明したように、本発明では、アンテナとしてダイポールアンテナを用いるとともに
、このアンテナ体を構成する第１のアンテナ体および第２のアンテナ体のうち、第２のア
ンテナ体については、受信装置のケース内に配置する。このため、本発明によれば、モノ
ポールアンテナを用いる場合と違って、ケース内に広いグランド面を確保しなくても、高
いアンテナ利得を得ることができる。また、アンテナ利得の面からダイポールアンテナの
長さを十分に確保したとしても、本発明では、ダイポールアンテナを構成する第１のアン
テナ体および第２のアンテナ体のうち、第２のアンテナ体についてはケース内に配置する
ので、ケースから外に延びるアンテナ部分の長さは、基本的には、ダイポールアンテナの
全長の１／２で済む。従って、本発明によれば、ケースから外に延びるアンテナ部分が短
いので、携帯に便利であり、かつ、高いアンテナ利得を得ることができる。
【図面の簡単な説明】
【図１】（Ａ）、（Ｂ）、（Ｃ）は各々、本発明が適用されるテレビジョン受信機の外観
を示す平面図、左側面図および右側面図である。
【図２】図１に示すテレビジョン受信機内部の要部の構成を示す説明図である。
【図３】図１に示すテレビジョン受信機の回路構成の要部を示すブロック図である。
【図４】本発明の実施の形態１に係るテレビジョン受信機における特徴部分を示す説明図
である。
【図５】本発明の実施の形態２に係るテレビジョン受信機における特徴部分を示す説明図
である。
【図６】本発明の実施の形態３に係るテレビジョン受信機における特徴部分を示す説明図
である。
【図７】本発明の実施の形態４に係るテレビジョン受信機における特徴部分を示す説明図
である。
【図８】本発明の実施の形態５に係るテレビジョン受信機における特徴部分を示す説明図
である。
【図９】本発明の実施の形態６に係るテレビジョン受信機における特徴部分を示す説明図
である。
【図１０】本発明の実施の形態７に係るテレビジョン受信機における特徴部分を示す説明
図である。
【図１１】本発明の実施の形態８に係るテレビジョン受信機における特徴部分を示す説明
図である。
【図１２】本発明の実施の形態９に係るテレビジョン受信機における特徴部分を示す説明
図である。
【符号の説明】
１　テレビジョン受信機
２　受信装置本体
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３　ダイポールアンテナ
４　液晶装置
６　回路基板
８　切り換え回路
１２　選局用のチャンネルボタン
１３　スピーカ
１４　明るさ調整スイッチ
１５　ＡＶ入力部
１６　電源スイッチ
１７　バックライト点灯スイッチ
１８　蓋
２０　ケース
３１、３１′　ロッドアンテナ
３２　棒状のアンテナエレメント（第２のアンテナ体）
３３　回路基板上の導電パターン（第２のアンテナ体）
３４　始動性改善電極（第２のアンテナ体）
３５　めっき層（第２のアンテナ体）
３６　第１の延長コイル
３７　第２の延長コイル
４１　表示部
４５　蛍光管
５１、５２　電池（第２のアンテナ体）
６１　電源回路
６２　チューナー
６３　復調回路
６９　電子部品
６６　キャパシタ
６７、６８　チョークコイル
８１　ダイオード
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【 図 １ 】 【 図 ２ 】

【 図 ３ 】

【 図 ４ 】

【 図 ５ 】

【 図 ６ 】

【 図 ７ 】
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【 図 ８ 】 【 図 ９ 】

【 図 １ ０ 】 【 図 １ １ 】

【 図 １ ２ 】
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